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川崎市職員措置請求について（通知） 

 

 令和４年３月１日付け川崎市職員措置請求（以下「本件措置請求」という。）につ

いては、次の理由により、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２４２条の要件を欠いて不適法であり、これを却下することとしたので、そ

の旨を通知します。 

 



 

 

理 由 

 

１ 本件措置請求は、市が秋田恵議員（以下「秋田議員」という。）に支出した令和

元年度及び２年度における政務活動費のうち、秋田議員事務所に設置されたとして

いるソファー及びプロジェクターの購入に充てられた事務費１６，０４０円の返還

請求権を行使することを怠っていることから、これを行使するよう市長に対し勧告

することを求めている。 

 

２ 法第２４２条に規定する住民監査請求は、普通地方公共団体の住民が、当該普通

地方公共団体の機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出等の財務会

計上の行為又は怠る事実がある場合に、これらを証する書面を添え、監査委員に対

し、監査を求め、当該行為の防止、損害の補填等のために必要な措置を講ずべきこ

とを請求できる制度である。 

 

３ 秋田議員事務所の２０１号室賃借料には、政務活動費のうち事務所費が充てられ

ているが、令和３年８月１９日付け３川監第４４７号及び同年１０月２２日付け３

川監第５９７号により公表された監査結果において、違法な支出であるとして、秋

田議員に対して返還を求めること等を市長に勧告している。 

 

４ 請求人によると、本件ソファーは令和２年１月に購入され、２０１号室に設置さ

れているものであり、２０１号室賃借料に充てられた事務所費が違法な支出である

ならば、本件ソファーの購入に係る事務費も違法な支出である旨を主張している。 

しかしながら、ソファーは容易に移動させることができる動産であり、また、秋

田議員から提出された写真に映っているソファーと、政務活動費のうち事務費が充

てられた本件ソファーが同一のものであることを示す証拠は、請求人から何ら提出

されておらず、本件ソファーが特定されたとまでは言い難い。 

 

５ また、請求人によると、本件プロジェクターは令和２年４月に購入されたもので

あるが、令和３年１０月２２日付け３川監第５９７号により公表された監査結果に

おいて、秋田議員から提出された写真にプロジェクターの存否を示す何らの記載が

ないことから、本件プロジェクターの購入に充てられた事務費は違法な支出である



 

 

旨を主張している。 

しかしながら、プロジェクターもソファーと同じく容易に移動させることができ

る動産であり、写真に映っていないことをもって、直ちに不適切であるとは認めら

れず、また、プロジェクターの購入に当たって、政務活動費のうち事務費が充てら

れたことが不適切であることを示す証拠は、請求人から何ら提出されていない。 

 

６ よって、本件措置請求は、法第２４２条の要件を欠き、不適法であるので、合議

によりこれを却下すべきものと判断した。 

 

 

 

 


